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＜論文＞ 

「総合的な探究の時間」における

高大連携プログラムの開発（Ⅰ）

―高等学校における教育現場の実態調査から―

五 浦 哲 也＊ 椿 達† 

Development of Co-operated Education Program among High School and University on 
“Periods for Integrated Exploration Activities”（Ⅰ）

- Survey on actual situation of educational site in high school -

Tetsuya ITSUURA* Toru TSUBAKI†
 

要 旨 
本研究は，「総合的な探究の時間」において「生徒に身に付けさせた力」を中心に「基盤とな

る力」，有効な「方法」や「評価法」を明らかにした。高等学校 154 校に質問紙を配布し 87 校
から回答があった。収集したデータから「基盤となる力」23 項目を因子分析し，3 因子「協働
的学びを支える関心・意欲・態度」「学びの成果を表現する力」「協働し学びを深化させる力」
を抽出した。「生徒に身に付けさせたい力」25 項目を因子分析し，4 因子「主体的・対話的に探
究する力」「先見性に基づく情報活用力」「高次な思考を構築する力」「現実検討力」を抽出
した。次に，「基盤となる力」を説明変数，「生徒に身に付けさせたい力」を目的変数として重
回帰分析を繰り返し，パス解析を行った。結果，「基盤となる力」から「生徒に身に付けさせた
い力」へのパスが認められた。有効と考える「方法」，「評価法」は，予備調査における面接の
回答との比較検討から幅広いニーズが確認できた。

Abstract
In this study, which focuses on the skills that teachers want their students to develop, we 

reveal the foundational skills as well as the effective methods and assessments applied in 
periods for integrated exploration activities. We distributed questionnaires to 154 high 
schools and received 87 responses. Based on the data that was collected, we carried out a 
factor analysis on 23 items about foundational skills and extracted three factors: "the 
interest, willingness, and attitude towards cooperative learning", "the ability to express the 
results developed through one's studies", and "the ability to deepen cooperative learning". 
From a factor analysis of 25 items about the skills that teachers want their students to 
develop, we extracted four factors: "independent and interactive exploration", "information 
utilization based on foresight", "higher-order thinking", and "reality testing". Next, using 
foundational skills as the explanatory variable and skills that teachers want their students 
to develop as the response variable, we repeatedly performed a multiple regression analysis 
and subsequently carried out a path analysis. As a result, we recognized a path connecting 
foundational skills to skills that teachers want their students to develop. Furthermore, 
through a comparison between the questionnaire responses and responses obtained 
through preliminary interviews with the teachers, we identified a wide range of 
requirements for what the teachers believed were effective methods and assessments. 

キーワード
総合的な探究の時間 Periods for Integrated Exploration Activities
生徒に身に付けさせたい力 the skills that teachers want their students to develop
基盤となる力 foundational skills 方法 methods 評価法 assessments
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． 研究目的

１－１ 問題

2016 年 12 月の中央教育審議会（答申）

では，次のように言及している。“社会の変

化は加速度を増し，複雑で予測困難”な時

代である。そのため，受け身的な生き方で

はなく，自らの感性を働かせ“主体的に学

び続け”，“多様な他者と協働する”中で“新

しい価値”の創造や“未来を構想・実現”

できる資質・能力の育成が重要である。

上記の 2016 年中央教育審議会（答申）に

よって示された方向性に基づき，改訂され

た高等学校学習指導要領 2018 が平成 30
年 3 月に告示された。学習指導要領は，移

行期間を経て 2022 年度より完全実施され

る。

本研究で，高等学校を対象としたのには，

現在の社会情勢から，特に高等学校卒業が，

生徒にとって重要な時期にあるからである。

1 つは，社会との接続という視点である。

2015 年には，公職選挙法が一部改正され公

職選挙の選挙権が満 20 歳以上から 18 歳以

上に改められ，2016 年 6 月より施行されて

いる。これに伴い，民法や少年法などの成

人に関する規定の改正が進められている。

つまり，生徒は，高等学校卒業時に社会

人（成人）としての責務・資質・能力・判

断力・行動力等を身に付けていくこと求め

られている。

2 点目は，学びの連続性・発展性におけ

る高大接続という視点である。高大接続と

いうと大学入学者選抜だけが注目されてい

るが，高等学校教育や大学教育を含めた一

体的な視点である。

文部科学省が発表した2017年度の学校基

本調査（確定値）によると，社会では，少

子化により児童・生徒数の減少する一方，

大学，短期大学への進学率は，現役生で

％と年々増加する傾向が示された。大

学進学率が50％を超えると大学全入時代と

言われている。この状況において課題とな

るのは，高等学校において，全ての生徒が

高等教育機関等で主体的に質の高い専門的

な学びが構築できる資質・能力を保証する

ことである。

これは，大学において激変する社会に対

応できる学びの質的転換が求められている

ことにも関連がある。

2014年の中央教育審議会（答申）におい

て“大学教育を，従来のような知識の伝達･

注入を中心とした授業から，学生が主体性

を持って多様な人々と協力して問題を発見

し解を見いだしていくアクティブ・ラーニ

ングに転換“することが必要であると指摘

している。

アクティブ・ラーニングは，小・中・高

等学校において最も近い概念として，「主体

的・対話的で深い学び」として提示されて

いる。

つまり，児童・生徒・学生が，学びを社

会や生活との関連の中で連続的・系統的に

身に付けスパイラル的に高めていくことを

目指しているのである。

この「主体的・対話的で深い学び」につ

いて，これまでの教育で実績をあげてきた

ものの1つであるのは「総合的な学習の時

間」である。

「総合的な学習の時間」は，地域，学校，

児童・生徒の実態に応じて横断的・総合的

な学びを目指すものである。高等学校学習

指導要領解説総合的な探究の時間編（以下

解説編と示す）では，「総合的な学習の時間」

の成果として“探究的な学習活動に取り組

んでいる児童生徒の割合が増え”てきてい

たとしている。

2018年の学習指導要領改訂により，1999
年の学習指導要領において創設された「総

合的な学習の時間」は，高等学校において

「総合的な探究の時間」に変更された。高

2 五浦　哲也・椿　　　達
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等学校学習指導要領解説総合的な探究の時

間編（以下解説編と示す）では，「総合的

な探究の時間」で育成する資質・能力は，

“自己の在り方生き方を考えながら，より

よく課題を発見し解決していくため”と記

載されている。これまでの総合的な学習の

時間においては，課題を設定，解決してい

き自己の生き方を考えていくものであった

が，「総合的な探究の時間」においては，

課題設定から解決のプロセスと自己の在り

方生き方を一体化させていくことを目指し

ている。このような学びの在り方を求める

ことが探究である。

解説編では，自己の在り方生き方を3つの

角度から考えることができるとしている。

1 つ目は，“人や社会，自然との関わり”

や“社会や自然の一員として”為すべきこ

とを考えることである。2 つ目は，“自分に

とっての学ぶことの意味や価値を考え”“学

習活動を通して，自分の考えや意見を深め

る”ことである。そして，3 つ目は，以上

の つを踏まえ“学んだことを現在及び将

来の自己の在り方生き方につなげて考える

こと”であると明記している。

このような自己の在り方生き方から4つ
のプロセス（「課題の設定」「情報の収集」

「整理・分析」「まとめ・表現」）を通して，

本質を見極めるという意味から高等学校で

は，探究という言葉を使用している。

１－２ 研究の位置づけ

本研究では，高等学校において教育現場

の教員から見た「総合的な探究の時間」に

おいて「生徒に身に付けさせたい力」を明

らかにする。

さらに「生徒に身に付けさせたい力」の

「基盤となる力」，「生徒に身に付けさせ

たい力」を育成する有効な「方法」「評価

法」を明らかにする。

また，今後の各学校における「総合的な

探究の時間」の計画・立案に寄与すること

が研究目的の１つである。

そのため，北海道の高等学校において，

現場の教員を対象とした調査研究を実施し

た。「総合的な学習の時間」における生徒

の実態を明らかにした研究はほとんどない。

そこで，教員の視点からこれまでの「総

合的な学習の時間」を振り返り，「総合的

な探究の時間」において生徒に身に付けさ

せたい力を明らかにしていく。

筆者は，本学研究紀要に前掲された「総

合的な学習（探究）の時間」高大連携プロ

グラムの開発（Ⅱ）において同様の調査研

究論文を発表している。

前回の研究は，現場の教員への半構造化

面接を通して得られた内容からニーズの構

造化を試みた質的研究であった。

本研究は，前掲論文を踏まえ，高等学校

教員への質問紙調査による量的研究の側面

から教育現場のニーズについて再検証を試

みるものである。

本研究は，“共同研究「総合的な探究の時

間における高大連携プログラムの開発”に

おいて，現場のニーズに即した高大連携プ

ログラムを構築していく上で基盤となる研

究であると考える。

１－３ 研究の目的

共同研究「総合的な学習（探究）の時間」

高大連携プログラムの開発（Ⅱ）を基にし

て検討・改善を加えて作成した質問紙を高

等学校教員に配布・回収を行う。質問紙調

査結果に基づき，「総合的な学習（探究）の

時間」において「生徒に身に付けさせたい

力」とそのため教員が重要であると考えて

いる「方法」や「評価」について「総合的

な学習（探究）の時間」高大連携プログラ

ムの開発（Ⅱ）の結果を加味し考究を試み

る。

3
「総合的な探究の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）
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２．方法

２－１ 調査期間

 2018 年 6 月～8 月 
 

２－２ 対象者

北海道の公立高等学校全日制普通科 154
校に勤務する教員を対象とした。回答者は，

各校 名とし，回答教員の選出は，各学校

に委ねた。

２－３ 手続き

本研究における調査の質問紙は，共同研

究の内容に従い，回答者の属性を記載する

フェイスシートに加え，次の 4 つの設問か

ら構成されている。①「総合的な学習の時

間」の実施状況 について（実施状況，意思

決定の経緯 や内容の変化・改善のタイミン

グ，実 施のスタンス），② 「総合的な探究

の時間」の実施について（実施上における

自校の生徒に必要な力や身に付けさせたい

力，そのために有効と考える方法・評価方

法） ，③高大連携について（高大連携の現

状， 大学と「総合的な探究の時間」におい

て連携するときに魅力的と思えるプ ログ

ラムとそのスタンス）， ④「総合的な探究

の時間」の実践の構想についてである。

本研究は，②について行った質問紙調査

に基づくものである。②で使用した質問紙

のうち，生徒に付けさせたい力は，共同研

究「総合的な学習（探究）の時間」高大連

携プログラムの開発（Ⅱ）」において半構造

化面接から得た質的データを KJ 法により

カテゴリー化することで作成した質問紙

52 項目が原版となっている。

この質問紙の原版における生徒に付けさ

せたい力についての各項目は，「総合的な探

究の時間」について見識深い大学教員 1 名

と高等学校教員 3 名に妥当性の検討を依頼

した。依頼した内容は，各項目における専

門家などの個人的かつ主観的判断を通して

なされる妥当性判断である内容的妥当性の

検証と前の質問と回答が後続の質問の回答

に影響するかというキャリーオーバー効果

の検証であった。

妥当性検証の結果を受け，生徒に身に付

けさせたい力 52項目において重複内容が 4
項目指摘され削除した。また，生徒に身に

付けさせたい力は，学ぶ上で基盤となる力

と学びを通して身に付けて欲しい力に 2 分

できるという指摘を受けた。

そこで，「総合的な探究の時間」を学ぶ上

で「基盤となる力」23 項目と学びを通して

「身に付けさせたい力」25 項目に修正した。

再度，キャリーオーバー効果を検討したが，

認められなかったため，「総合的な学習（探

究）の時間」を学ぶ上で「基盤となる力」

23 項目と学びを通して「身に付けさせたい

力」25 項目に修正した質問紙を作成し配布

した。

回答者には，5：思う，4：やや思う，3：
どちらとも言えない，2：やや思わない，1：
思わないの 5 件法により回答を求めた。質

問紙の信頼性に関しては，質問紙回収後，

統計分析を行いクロンバックのα係数によ

り確認を行った。

また，生徒に身に付けさせたい力を醸成

する有効な方法に関する質問紙の各項目は，

「今，求められる力を高める総合的な学習

の時間の展開（高等学校編）総合的な学習

の時間を核とした課題発見・解決能力，論

理的思考力，コミュニケーション能力等向

上に関する指導資料」（2013）に掲載されて

いる方法と「総合的な学習（探究）の時間」

高大連携プログラムの開発（Ⅱ）」における

半構造化面接時の項目について上述の専門

家に妥当性の検討を依頼した。

結果を受け，課題設定プロセスでは，

「ワークシート」「ランキング」の 2 項目

を削除し，「ディベート」を加え 8 項目と

4 五浦　哲也・椿　　　達
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した。情報収集のプロセスでは，加除修

正なく 11 項目とした。

整理・分析では，「マインドマップ」を

削除し，「べン図」「同心円チャート」「ピ

ラミッド・チャート」「イメージマップ」

を加え 17 項目とした。

まとめ・表現では，加除修正はなく 10
項目の合計 4 カテゴリー46 項目により構

成した。この他，項目にない内容の自由

記述項目も設定した。回答者には，方法と

して 1：有効である，2：有効ではないの 2
件法により回答を求めた。

さらに，「総合的な探究の時間」において

生徒に身に付けさせたい力の評価方法につ

いても質問紙として項目を作成した。各項

目は，学内共同研究「総合的な学習（探究）

の時間」高大連携プログラムの開発（Ⅱ）」

における半構造化面接時の使用した項目を

基盤とした。この項目は，前述した「今，

求められる力を高める総合的な学習の時間

の展開（高等学校編）」（2013）に掲載され

ている評価方法から作成したものである。

項目については，上述の専門家に妥当性

の検討を依頼し修正を行った。「学習の記

録」と「ワークシート」は共通部分が多々

あるということから「学習の記録」を集約

し 13 項目により構成した。

この他，項目にない内容の自由記述項目

も設定した。回答者には，方法として 1：
有効である，2：有効ではないの 2 件法によ

り回答を求めた。

生徒に身に付けさせたい力を育成するた

めの方法と評価については，思考法や評価

法に関する専門的な用語を使用しているこ

とから回答者の回答基準を担保するために

用語解説資料を作成した。

質問紙に学校長への依頼文書を添え，返

信用の封筒を同封し，郵送により配布し回

収した。

回収したデータは，BellCurve エクセル統

計により統計処理を行った。

２－４ 倫理的配慮

学校長及び調査対象者に対し，本調査の

趣旨として“新学習指導要領編成上の学

校現場が抱える課題を明らかにするとと

もに，高大連携による「総合的な探究の

時間」のプログラムの開発を試みる”こ

とであることを明記した。 
本調査における質問紙への回答にあた

り①回答は，必ずしも学校としての公式見

解である必要はありません。回答者の個人

的な見解でよい，②回答に関しては，統計

処理により学校や個人が特定されることは

ない，③本調査研究以外には使用しない，

ことを明記した。

３．結 果

３－１ 質問紙調査の回答率

質問紙調査は，北海道の公立高等学校全

日制普通科 154 校に配布し，87 校から回答

があった（回答率 56.5％）。

回答の意図を誤解していないか，回答の

仕方が不適切ではないかを共同研究者で検

討したところ，不適切な回答はないと判断

した。

従って，有効回答率も 56.5％であった。

３－２ 回答者の属性

調査回答者の属性については，属性把握

を深めるために，共同研究「総合的な学習

（探究）の時間」高大連携プログラムの開

発（Ⅰ）」に記載しているものを構成し直し

た。属性については，回答者の性別（表 ），

回答者の年齢構成（表 ），回答者の役職（表

），回答者の総勤務年数（表 ），回答者の

現任校での勤務年数（表 ）で示す。

5
「総合的な探究の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）

－高等学校における教育現場の実態調査から－

－５－



6 
 

表 回答者の性別

性別 人数 割合（％）

男性 78 名 90％
女性 9 名 10％

表 回答者の年齢構成

年 齢 人 数 割 合

歳未満 2 名 2.3％
～ 歳 9 名 10.3％
～ 歳 7 名 8.0％
～ 歳 11 名 12.6％
～ 歳 19 名 21.8％
～ 歳 28 名 32.2％
歳以上 9 名 10.3％
不明 2 名 2.3％

表 回答者の役職

役 職 人数 割合（％）

副校長，教頭 22 名 25.3％
主幹教諭 1 名 1.1％
教務部長 36 名 41.4％
進路指導部長 8 名 9.2％
総合的な学習部長 3 名 3.4％
進路指導部長 8 名 9.2％
ガイダンス部長 2 名 2.3％
教諭その他 6 名 6.9％
不明 1 名 1.1％

表 回答者の総勤務年数

総勤務年数 人数 割合（％）

5 年以下 2 名 2.2％
6～10 年 11 名 12.6％
11～15 年 4 名 4.6％
16～20 年 15 名 17.2％
21～25 年 13 名 14.9％
26～30 年 28 名 32.2％
30～35 年 12 名 13.8％
36 年以上 1 名 1.1％

不明 1 名 1.1％

表 回答者の現任校での勤務年数

勤務年数 人数 割合（％）

1 年 9 人 10.3％
2 年 17 人 19.5％
3 年 9 人 10.3％
4 年 5 人 5.7％
5 年 8 人 9.2％
6 年 12 人 13.8％
7 年 6 人 6.9％
8 年 2 人 2.3％
9 年 6 人 6.9％

10 年 6 人 6.9％
11 年以上 7 人 8.0％

３－３ 学びの基盤となる力の分析

生徒に身に付けさせたい力については，

生徒が「総合的な探究の時間」を学ぶ上で

基盤となる力 23 項目について，

全回答者が 5：思うあるいは，1：思わない

といった偏った回答の検討を行ったが該当

する項目はなかった。

次に，各項目の相関係数が，0.7 以上にな

る項目について，項目内容が重複している

かの検討を行った。

その結果，相関係数が 0.705 となった「物

事に意欲的に取り組むことができる力」と

「失敗を恐れず取り組む力」については，

内容が類似し前者の内容は後者の内容を包

括していると判断し，後者の項目を削除す

ることとした。

また，相関係数が 0.802 となった「文章

を正確に構成する力」と「内容を文章・表・

図で整理する力」についても，内容が類似

し後者の内容は前者の内容を包括している

と判断し，前者の項目を削除することとし

た。

2 項目削除した 21 項目を主因子・斜交

Promax 回転による因子分析を行ったとこ

ろ，固有値の減衰状況および仮説から 3 因

6 五浦　哲也・椿　　　達
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子が適当と判断されたため，因子数を 3 因

子に指定して同様の因子分析を行った（図

1）。21 項目に対する 3 因子解での累積寄

与率は，55.18％であった。

固有値 1.0 以上の 3 因子解において，因

子負荷量が 0.4 以上の 21 項目の中で，線形

結合している変数「時間をかけて深く考察

できる力」の項目を削除することにより，

20項目から構成される 3因子が抽出された。

第 1 因子は，「他者との関係で自己を高め

る力」「これまでの学び・経験を活かすこと

ができる力」「役割に責任を持ち，やり遂げ

る力」「取り組みを振り返ることができる

力」「建設的な質問・意見ができる力」「内

容を文章・表・図で整理する力」など，探

図 「基盤となる力」の因子分析による固有値

求に繋げる深い学びに関する関心・意

欲・態度に関わる因子と解釈された。そこ

で，第 1 因子を「協働的な学びを支える関

心・意欲・態度」因子と命名した。

第 2 因子は，「レポートや論文を形式に沿

って書く力」「論理的思考を文章化する力」

「文章を表現力する力」など，学びの成果

について一般的な記載方法を遵守し，論理

的かつ他者に分かり易く表現できる力に関

わる因子と解釈された。そこで，第 2 因子

を「学びの成果を表現する力」因子と命名

した。

第 3 因子は，「他者を認め，尊重する力」

「自らの良さを知り，発揮できる力」「根気

強く最後まで課題に取り組む力」など他者

との学び合いを通して，学びを深化させ高

次の思考へと繋げる力であると解釈された。

そこで，第 3 因子を「協働し学びを深化す

る力」と命名した。

次に各因子についてCronbachの α係数を

算出した。その結果，第 1 因子 0.924，第 2
因子 0.810，第 3 因子 0.816 といずれも十分

な内的一貫性が確認された（表 6）。

３－４ 身に付けさせたい力の分析結果

「総合的な探究の時間」において生徒に

身に付けさせたい力 25 項目について，全回

答者が 5：思うあるいは，1：思わないとい

った偏った回答の検討を行ったが該当する

項目はなかった。

次に，各項目の相関係数が，0.7 以上にな

る項目について，項目内容が重複している

かの検討を行った。

その結果，相関係数が 0.714 となった「具

体的で意義ある課題を設定できる力」と「課

題設定から発表まで一貫した取組ができる

力」については，内容が類似しておらず，

他の因子の因子負荷量が低く，関係性が低

いと考えられ，項目内容的にも重要である

と考えたのでこの項目を残すこととした。

また，相関係数が 0.726 となった「他者

の中で自己を活かす力」と「互いに学び合

う力」については，内容が類似し後者の内

容は前者の内容を包括していると判断し，

前者の項目を削除することとした。

残った 24 項目を主因子・斜交 Promax 回

転による因子分析を行ったところ，固有値

1.0 以上の 因子が抽出され，固有値の減衰

状況では 4 因子が適当と判断されたため，4

7
「総合的な探究の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）

－高等学校における教育現場の実態調査から－
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表 総合的な探究の時間における基盤となる力の因子分析結果（主因子法・ 回転・ 因子指定） 

8 五浦　哲也・椿　　　達
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因子に指定して同様の因子分析を行った。

因子分析の結果から，因子負荷量 0.4 未満

の「説得力のあるプレゼンテーションがで

きる力」「多様なプレゼンテーション方法を

活用できる力」の 2 項目を削除し，22 項目

が残った。そこで，再度 22 項目で，主因子・

斜交 Promax 回転による因子分析を行った

ところ，固有値１.0 以上で 4 因子が抽出さ

れ，固有値の減衰状況および仮説において

も 4 因子が適当と判断されたため，因子数

を 4 因子に指定して同様の因子分析を行っ

た。22 項目に対する 4 因子解での累積寄与

率は，55.60％であった（図 2）。

図２ 「身に付けさせたい力」因子分析の固有値

第 1 因子は，「高次の批判的思考ができる

力」「課題を焦点化できる力」「協働的（グ

ループ）活動ができる力」など，主体的に

課題解決に向けて探求することに関わる因

子と解釈された。そこで，第 1 因子を「主

体的・対話的に探究する力」因子と命名し

た。

第 2 因子は，「情報を取捨選択できる力」

「多様な手段で情報を収集できる力」「情報

を多角的に分析できる力」など，解決の見

通しを持ち，既存の知識と新奇な情報を融

合することで課題解決に有用な情報の取捨

選択や分析をすることに関わる因子と解釈

された。そこで，第 2 因子を「先見性に基

づく情報活用力」因子と命名した。

第 3 因子は，「他者意識を持った表現力」

「現実性のある課題解決力」「効果的なディ

スカッションができる力」など，探求に向

けての高次な思考活動に関わる因子と解釈

された。そこで，第 3 因子を「高次な思考

を構築する力」因子と命名した。

第 4 因子は，「情報の重要度を判断できる

力」「現実的・実行可能な思考ができる力」

「情報の信頼性を検討できる力」など情報

の信憑性や現実的な課題解決に繋がる情報

であるかの的確な判断に関わる因子と解釈

された。そこで，第 因子を「現実検討力」

因子と命名した。

次に各因子についてCronbachの α係数を

算出した。その結果，第 1 因子 0.831，第 2
因子 0.845，第 3 因子 0.814，第 4 因子 0.807
といずれも十分な内的一貫性が確認された

（表 7）。

３－５ ２つの力間のパス解析

「総合的な探究の時間」を学ぶ上で基盤

となる力と生徒に身に付けさせたい力の構

造を示すため，基盤となる力得点，身に付

けさせたい力得点を用い，パス解析を実施

した。パス解析は，変数を 2 つの水準に分

け，「生徒に身に付けさせたい力」の変数

を目的変数とし，上位にある水準「基盤と

なる力」の 3 因子変数を説明変数とする重

回帰分析を繰り返し行った。

第１水準は，基盤となる力での「協働的

学びを支える関心・意欲・態度」「学びの

成果を表現する力」「協働し学びを深化さ

せる力」であった。第 2 水準は，生徒に身

に付けさせたい力での「主体的・対話的に

探究する力」「先見性に基づく情報活用力」

「高次な思考を構築する力」「現実検討力」

9
「総合的な探究の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）

－高等学校における教育現場の実態調査から－

－９－
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表 総合的な探究の時間で身に付けさせたい力の因子分析結果（主因子法・ 回転・ 因子指定） 

10 五浦　哲也・椿　　　達
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であった。

重回帰分析は，標準偏回帰係数の有意性

（5％水準）を基準にした。パス解析の結果

をパス図として図 4 に示す。「協働的学び

を支える関心・意欲・態度」からは「主体

的・対話的に探究する力」と「先見性に基

づく情報活用力」と「高次な思考を構築す

る力」と「現実検討力」の全てに正のパス

が見られた。「学びの成果を表現する力」

からは「主体的・対話的に探究する力」と

「先見性に基づく情報活用力」と「高次な

思考を構築する力」に正のパスが見られた。

「協働し学びを深化する力」からは，身

付けさせたい力へのパスは認められなかっ

た（図 3）。

この結果は，教員経験に関係するので

はないかと考えた。そこで，総合的な探

究の時間」を学ぶ上で基盤となる

力と生徒に身に付けさせたい力の構造を詳

細に示すため，基盤となる力得点，身に付

けさせたい力得点を用い，回答者の教員経

験年数の平均値 22.71 年（標準偏差：8.37）
に基づき回答者の教員経験年数 22 年以下

を低群，教員経験年数 23 年以上を高群の

群に分け，同様のパス解析を実施した結果

をパス図として図 4，図 5 に示す。

低群においては，「協働的学びを支える

関心・意欲・態度」からは「主体的・対話

的に探究する力」と「先見性に基づく情報

活用力」と「高次な思考を構築する力」と

図 3 基盤となる力と身に付けさせたい力の因子間のパス図 

11
「総合的な探究の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）

－高等学校における教育現場の実態調査から－
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「現実検討力」の全てに正のパスが見られ

た。「学びの成果を表現する力」からも「主

体的・対話的に探究する力」と「先見性に

基づく情報活用力」と「高次な思考を構築

する力」と「現実検討力」の全てに正のパ

スが認められた。

「協働し学びを深化する力」からは，身

に付けさせたい力へのパスは認められなか

った。

高群においては，「協働的学びを支える

関心・意欲・態度」からは「主体的・対

話的に探究する力」と「先見性に基づく情

報活用力」と「高次な思考を構築する力」

と「現実検討力」の全てに正のパスが見ら

れた。「学びの成果を表現する力」からは，

「高次な思考を構築する力」に正のパスが

認められた。

「協働し学びを深化する力」からは，身

に付けさせたい力へのパスは認められなか

った。

図４ 経験年数低群における基盤となる力と身に付けさせたい力の因子間のパス図 

図 5 経験年数高群における基盤となる力と身に付けさせたい力の因子間のパス図 

12 五浦　哲也・椿　　　達
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３－６ 有効な方法についての結果

「総合的な探究の時間」を通して生徒に

身に付けさせたい力の育成に向けての有効

な方法についての質問紙における 46 項目

の回答数を図 6 に示す。

生徒に身に付けさせたい力の育成するた

めの課題設定時に有効な方法としては，体

験活動が最も多く，次いで資料比較やブレ

インストーミング，KJ 法が 50 以上の回答

数であった。

生徒に身に付けさせたい力の育成するた

め情報収集時に有効な方法としては，イン

ターネットが最も多く，次いでフィールド

ワーク，アンケート調査，インタビュー，

図書，実習，実験や観察が 50 以上の回答

数であった。

生徒に身に付けさせたい力の育成するた

め整理・分析時に有効な方法としては，コ

ンセプト・マップが最も多く，次いでメリ

ット・デメリット，KJ 法，ピラミッド・チ

ャート，時系列が 50％以上の回答数であっ

た。

生徒に身に付けさせたい力の育成するた

めまとめ・表現時に有効な方法としては，

ポスター発表が最も多く，次いで新聞が

50％以上の回答であった。

次に，本研究の質問紙調査の結果と本研

究の質問紙作成に関わる「総合的な学習（探

究）の時間」高大連携プログラムの開発

（Ⅱ）」において，実施した半構造化面接時

における各項目への回答率（対象 17 名）か

ら比較を行った（図 7）。
課題解決時の半構造化面接時と質問紙で

の各項目の回答比率を比較すると，ディベ

ートを除いて概ね同様の比率であった。

情報収集時の半構造化面接時と質問紙で

の各項目の回答比率を比較すると，アンケ

ート，インタビュー，フィールドワーク，

電話取材は質問紙調査の回答率が高かった。

インターネット，実験や観察，実習，講演

会やセミナーは，半構造化面接時の回答率

が高かった結果が高い割合であった。図書，

電子メールは，ほぼ同じ回答率であった。

整理・分析時の半構造化面接時と質問紙

での各項目の回答比率を比較すると，コン

セプト・マップ，メリット・デメリット，

法，ビフォー・アフター，時系列は質問

紙の回答率が高かった。

ピラミッド・チャート，二次元表（座標

軸）イメージマップ，同心円チャート，べ

ン図については，質問紙において有効であ

るという回答が認められた。

統計的手法は，概ね同様の比率であった。

まとめ・表現時の半構造化面接時と質問

紙での各項目の回答比率を比較すると，ポ

スター発表，新聞，シンポジウム，演劇は

半構造化面接時の回答率が高かった。

３－７ 有効な評価法についての結果

生徒に身に付けさせたい力をどのように

評価することが有効であるかという質問に

対する回答結果を図 8 に示す。

有効な評価方法としては，自己評価が最

も多く，教師の観察，ポートフォリオ，相

互評価，レポートや論文，プレゼンテーシ

ョン，ルーブリック評価，記録が多かった。

この結果を前述と同様に，半構造化面接

を実施した場合と質問紙における回答者の

比率を比較すると，自己評価，相互評価，

ルーブリック評価は同じ割合であった。教

師の観察，インタビューやフィールドワー

クによる評価は，半構造化面接における割

合が高かった。一方，記録，制作物と回答

した質問紙調査の割合は，半構造化面接よ

り大幅に回答率が高かった。レポートや論

文，ポートフォリオ，プレゼンテーション，

パフォーマンス評価も質問紙調査の割合は，

半構造化面接より回答率が高かった（図 9）。

13
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図 6 生徒に身に付けさせたい力について有効な方法であると質問紙に回答した人数 

14 五浦　哲也・椿　　　達
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図 7 有効な方法についての質問紙と半構造化面接における回答比率 

15
「総合的な探究の時間」における高大連携プログラムの開発（Ⅰ）
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４．考 察４．考 察

図 8 生徒に身に付けさせたい力について有効な評価法であると質問紙に回答した人数 

図 9 有効な評価法についての質問紙と半構造化面接における回答比率 
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４．考 察

４－１ 基盤となる力

「協働的学びを支える関心・意欲・態度」

因子は，多くの項目が分類された。これは，

教育現場で生徒を向き合う教員にとって，

生徒の興味・関心・態度の醸成が重要であ

ると感じていることを物語っている。「総合

的な学習（探究）の時間」高大連携プログ

ラムの開発（Ⅱ）」において，筆者が，教員

に半構造化面接を実施した。その際，多く

の教員から将来よりも今，現在の楽しさを

求める生徒に学びに対する興味・関心を持

たせ，態度に繋げ，意義を実感させるかの

困難さが切実に語られていたことと関連し

ているのではないか。この「学びを支える

関心・意欲・態度」は，「探究」を推進する

原動力ではないかと考える。

それとともに，文章や表・図の理解を含

めた既有の知識・経験を活かすことができ

る力の育成が，現在の高校生の課題である

と考えることができる。

さらに，教員において協働的な視点にお

いて，生徒が他者の話を聞き，他者との関

係で自己を高めたりする力が基盤となると

捉えていることが明らかになった。

「学びの成果を表現する力」因子では，

学びで得た成果を論理的かつ自らの言葉で

表現する出力の面での因子と考えることが

できる。樺沢（2018）はその著書において，

学びの定着は，情報収集などによる入力だ

けではなく出力により確実になることに言

及している。読む，聞くことで入力された

情報を分析・検討という思考のフィルター

を通して，書く，話すという出力を通して，

知識・理解・思考力・判断力・表現力が洗

練され蓄積されることになる。現場の教員

が，生徒にとって文章構成力等の書く力を

重視していると考える。

「協働し学びを深化する力」因子は，他

者を通して自らの在り方生き方を模索する

「探究」のプロセスにおいて欠かすことが

できない。前述のように筆者が，教員に半

構造化面接を実施した際，生徒の実態とし

て，他者との協働場面において常に特定の

生徒が推進することで，他の生徒はフリー

ライダー化したり，グループリーダーの経

験をしていなかったりする生徒の増えてき

ていることに危機感を感じている教員が多

く見られた。生徒に求める他者との協働の

基盤として，他者理解，他者受容，根気強

さ，失敗を恐れない気持ちが重要であるこ

とが示唆されたと考える。これらを言い換

えると心の安心・安全な場の創造と言える

のではなかろうか。

４－２ 身に付けさせたい力

「生徒に身に付けさせたい力」におけ

る「主体的・対話的に探究する力」因子は，

主体性と協働性の相乗効果により高次の論

理的かつ批判的思考を求める力であると考

える。本因子項目は，協働における主体に

重きをおいた項目であることから，教員が

生徒に自らの人生の主人公として課題に挑

む力を付けることを望んでいると考える。

「先見性に基づく情報活用力」因子は，

先行き不透明で多様な情報が交錯する社会

における先見性はパラドックス的視点と言

える。生徒が発展的・建設的な課題解決に

繋げるには，先見性を確保しながら多角的

に情報を収集・精査していく力が重要であ

ると教員は考えているのではなかろうか。

「高次な思考を構築する力」因子は，

が，協働性における他者伝達の根底となる

他者意識を重視している。他者意識なき交

流は，自分本位となり建設的・発展的な高

次の思考に到達することは難しい。教員は

他者意識に基づく情報の編集，ディスカッ

ションや表現等による相互作用により，生

徒に高次な思考を培うことが重要と考えて
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いるのではないか。

「現実検討力」因子は，高度情報化・

グローバル化する社会で主体的に本質を見

極めて生きていく上で必須の力と教員が捉

えていると考える。「探究」の 4 つのプロセ

ス全てにおいて現実検討力は欠くことがで

きない力であろう。

４－３ ２つの力の関係

教員が，「基盤となる力」の 3 因子が「生

徒に身に付けさせたい力」の 4 因子にど

のような影響があると捉えているかを明

らかにするためパス解析を実施した。

「基盤となる力」の 3 因子のうち「協働

的学びを支える関心・意欲・態度」因子「学

びの成果を表現する力」因子から「生徒に

身に付けさせたい力」の「主体的・対話的

に探究する力」因子「先見性に基づく情報

活用力」因子「高次な思考を構築する力」

因子，「現実検討力」因子へのパスは認め

られた。しかし，「基盤となる力」の「協

働し学びを深化する力」因子から，「生徒に

身に付けさせたい力」の 因子いずれにも

パスが認められなかった。

これは，教員の総勤務年数すなわち経験

値が影響しているのかと考え，教員経験年

数において経験年数の少ない低群と多い高

群に分けて再度パス解析を行った。結果，

低群と高群のいずれにも「基盤となる力」

の「協働し学びを深化する力」因子から，

「生徒に身に付けさせたい力」の 因子い

ずれにもパスが認められなかった。これは，

教員が「基盤となる力」における「協働し

学びを深化する力」因子が「生徒に身に付

けさせたい力」にどのように影響してくる

のかという捉えが明確でないことが考えら

れる。これまでの「総合的な学習の時間」

や各教科における協働的な学びの充実が構

築できていないことが推測される。前述し

た協働場面での生徒のフリーライダー化，

リーダー経験や発表経験の不足により，グ

ループ活動の基礎的・基本的な資質・能力

の育成の段階である高等学校が増えてきて

いる可能性がある。

そのため，その先の「生徒に身に付けさ

せたい力」へと明確なビジョンが持てない

ことも考えられる。今後のグループ活動の

在り方により，パスが認められるようにな

ることも考えられる。

教員の経験年数から低群，高群に分けた

パス解析により明らかになったこともある。

経験年数の少ない教員群の方が，「学びの成

果を表現する力」因子から「生徒に身に付

けさせたい力」の 4 因子全てへのパスが認

められた。経験年数の少ない若手教員が，

学びの成果を出力することが「生徒に身に

付けさせた力」に影響を与えると捉えてい

ることが考えられる。このような捉え方こ

そが，高等学校における「総合的な探究の

時間」を加速させる原動力となるのではな

かろうか。

筆者は，このような従来の入力型教育か

ら出力型教育への転換が「総合的な探求の

時間」における質の高い「探究」の在り方

には必要であると考えている。

４－４ 「探究」プロセスで有効な方法

課題設定においては，各項目について有

効であると考える比率は，質問紙と半構造

化面接の結果に大きな相違は認められなか

った。課題設定時，情報収集時には，概ね

今回の結果が多くの高等学校において支持

されるのではないかと考える。しかし，整

理・分析，まとめ・表現においては，各項

目について有効であると考える比率は，質

問紙と半構造化面接の結果に相違が認めら

れた。

また，総じて各項目における回答比率が

半構造化面接の結果より質問紙の結果の方

が高くなっている。
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これは，半構造化面接時には，短時間で

あった。そのため，各方法に関する検討時

間や情報提示が不十分であったことが要因

として考えられる。

質問紙では，回答者の検討時間があった

ことや各方法についての解説資料を同封し

たことによる理解が促進されたことが考え

られる。

しかし，課題設定や情報収集においては，

方法についてある程度の統一性を示せるが，

整理・分析やまとめ・表現においては，生

徒の実態，学校や地域の実態に応じてカス

タマイズしていくことが必要であるとも考

えられる。

４－５ 「探究」における有効な評価法

教員の観察，自己評価，相互評価を軸と

し，「探究」のプロセスを重視するポートフ

ォリオ評価，評価の客観性・一貫性を担保

するルーブリック評価が重要な評価法とな

ると考える。

レポートや論文，学習記録，制作物，プ

レゼンテーション，パフォーマンス評価は，

質問紙調査の回答率が半構造化面接の回答

率よりも低かった。プレゼンテーションは

ルーブリック評価における評価として適し

ている。また，ポートフォリオ評価は，学

習プロセスを蓄積する学習記録と共通する

部分がある。レポートや論文，制作物もポ

ートフォリオ評価に加味することが可能で

ある。

新学習指導要領が公示され，各高等学校

においては，計画段階であり，方法や評価

の在り方が十分に検討されていないことも

考えられる。

「生徒に身に付けさせたい力」とそれを

取り巻く「基盤となる力」や「方法」，「評

価法」は密接に関連しあっている。今後の

高等学校における計画が進む中で，進捗状

況により評価に対する認識の変化も表れて

くるのではなかろうか。

５ 本研究の成果と今後の課題

「総合的な学習（探究）の時間」高大連

携プログラムの開発（Ⅱ）」では，「生徒に

身に付けさせたい力」について半構造化面

接の結果に基づき，「探究」というキーワー

ドに集約されていく 次元的に概念図を提

案した。この結果を振り返りながら，本研

究においては，専門家の見解を取り入れな

がら質問紙調査を行ったことで，「基盤とな

る力」に基づく「生徒に身に付けさせたい

力」という階層的な構造が明らかにできた。

本研究の中核にある「総合的な探求の時

間」において「生徒に身に付けさせたい力」

は，「主体的・対話的に探究する力」，「先見

性に基づく情報活用力」「高次な思考を構築

する力」「現実検討力」の 4 つの因子に集約

された。質問紙作成の段階では，「総合的な

学習（探究）の時間」高大連携プログラム

の開発（Ⅱ）」により構築された概念図を基

に「課題の設定」「情報の収集」「整理・分

析」「まとめ・表現」という探究プロセスを

重視した。結果，4 つのプロセス全てに関

わり「探究」を貫く因子として集約された。

前述の概念図は，質的研究であったが，

本研究は質問紙調査による量的研究である。

この 2 つの研究結果を通して，「総合的な探

究の時間」において「生徒に付けさせたい

力」を横断的な視点と縦断的視点から捉え

ることができたと考える。

この「生徒に付けさせたい力」において

明らかになった項目を各高等学校において

自校の生徒の実態把握の一助とすることが

できると考える。生徒の実態が明確化する

ことで各校での機能的・効果的な「総合的

な探究の時間」が実現できると考える。

この「生徒に身に付けさせたい力」と探

究の 4 つのプロセスにおける方法と評価を

組み合わせていくことが重要である。
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今後の課題は，さらに多くの学校からの

協力を得て，本研究で得た知見の信頼性と

妥当性を高めていくことである。

また，変化の激しい時代に対応するため

に，検証を重ね新しい知見を加味していく

ことも必要である。

６ 高大連携の視点

本研究は，高大連携プログラムにいかに

繋げていくかということである。各高等学

校では，「総合的な探究の時間」に向けて計

画を立案していくことになる。多忙を極め

る教育現場に，今回の研究で明らかになっ

た資料や多様なニーズに対応できるよう

様々なプログラムを提供できるシステムの

構築が望まれる。プログラム開発にあたり，

高等学校での学びを大学での学びに繋げて

いく視点だけでなく，小中学校を含めた包

括的な学びの連続性という視点が重要では

ないかと考える。
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